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1.は じ め に
国 際 マ ー ケ テ ィ ング は,一 般 にi自 国以 外 の市 場{外 国市 場)に 対 す る マ
ユ)
一ケテ ィング活動 をその研 究対 象 と してい る
。す な わち,企 業 がその法 的 な
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本 籍 地 で あ る国 以 外 の市 場 でマ ー ケ テ ィ ング活 動 を展 開す る と き,国 際 マ,_....
ケ テ ィ ングが 始 まる の で あ る。 この こ とは,企 業 が 自国 の他 の 市 場 に参 入 す
る の とは異 な る レベ ル(水 準)の 不 確 実 性 に直 面 させ る と同 時 に,そ れ に対
2)
す る適切 な対処 を迫 られ る こ とを意味す る。外 国市場 でマーケテ ィング活動
を展 開す る際 に生 じる不確 実性 は,国 内マーケテ ィングか ら国際マ ーケテ ィ
ングを識 別す る主 要 な要素 であ り,国 際 マーケテ ィング をひ とつ の研 究領域
と して研 究す る理 由 もこ こにあ る。本縞 も,ま た,こ の一般 的 な認識 に した
が い,国 際マ ーケテ ィングの研 究領 域 を 「あ る企 業が法 的 な本籍地 のあ る国
の境界 を越 えて実施 されるすべ ての マ0ケ テ ィング活動」 とした上 で議論 を
進 め る。
国際マ ーケテ ィングは,も はや一部 の企業 の ものでは ない。企業規模 の大
小 を問わず,多 くの企 業が さまざ まな形態 におい て国際マ ーケテ ィ ングを展
3}
開 してい る。 この こ とは,国 際 マー ケテ ィ ングにお ける多様 な戦略 タイプの
存在 を示唆 してい る と思 われ るが,残 念 なが ら,既 存 の国際 マー ケテ ィング
研究 は この点 に関 してあ ま り注 目 して こなか った。本 縞 は,ま ず,こ の 国際
マ ーケテ ィングにお ける戦 略の多様性 を基本 前提 として,企 業 が対 象 とす る
市場 とそれ らへ の適合行動 の相 違 か ら国際マ ーケテ ィング戦 略の類 型化 を試
してみ る。 さ らに,国 際マ._._ケテ ィ ング戦略 での外 国市場へ の適 合行動が 具
体 的 には 自国市場 にある本 社 と外 国市場 に存在す る経 済主体 との取引 を通 じ
て な される こ とか ら,国 際マ ーケテ ィング戦略 の構 成要素 として取引 に注 目
し,そ の代 表的分析手 法であ る取 引費用 アプ ローチ に基づ いて,国 際 マーケ
テ ィング戦略の具体 的内容 に関 して考 察す る。
以上 の2点 が本縞 の主要 な 目的であ るが,次 章 で は,ま ず,筆 者が この よ
うな問題 意識 を持 つ に至 った背景 を明 らか にす るため,既 存 の 国際 マーケ テ
ィング研 究 に関 して考 察 を行 う。
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皿.国 際 マーケテ ィング研 究の基本認識
1.既 存研 究 に 関 す る若 干 の レビ ュ ー
国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ は,研 究 視 点 の 相 違 に よ り大 き く(1)発 展段 階 ア プ
ロ ー チ,(2)環 境 論 的 ア プ ロー チ,(3)戦 略 的 ア ブ ロ ー チ の3つ に分 類 す
る こ とが で きる。
(1)発 展 段 階 ア プ ロ ーチ
発 展 段 階 ア プ ロ ー チ は,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 が い くつ か の 過 程 を経 な
が ら段 階 的 に展 開 され る とい う認 識 に基 づ く もの で あ る。 この発 展 段 階 ア プ
ロ ー チ は,Perlmutterが1969年 に堤 唱 したE.P.R.G.図 式 をそ の 理 論 的 基 礎
4}
と して い る。 このE.P.R.G.図 式 は,国 際 的活 動 を展 開 しよ う とす る企 業 の
成 長 段 階 に応 じた 国 際化 に対 す る企 業 の態 度 や 志 向 を示 した もの で あ る。E.
P.RG.は,各 々,本 国志 向(Ethnocentric),現 地 志 向(Polycentric),地
域 志 向(Regiocentric),世 界 志 向(Geocentric)を 意 味 して お り,国 際 マ ー
ケ テ ィ ン グ を展 開 す る企 業 は,最 初 本 国 志 向 か らス ター トし,現 地 志 向,地
5)
域 志 向 を経 て 最 終 的 に世 界 志 向 に到 達 す る。Robinsonも また発 展 段 階 ア プ
ロ ー チ に依 拠 す る研 究 者 の ひ と りで あ る が,彼 は,Perlmutterの4段 階 を
6段 階 に拡 張 し,い くつ か の 企 業 にお い て は7段 階 の発 展 段 階 が 観 察 され る
s)
こ と を指 摘 した。
発 展 段 階 ア プ ロ ー チ の特 徴 は,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ を展 開す る際 に生 じる
不 確 実 性 の 問題 が 各 段 階 を経 る こ とで 解 決 し得 る こ とを示 した点 にあ る。 こ
の こ とは,同 時 に,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ を展 開す る企 業 が,こ の 「成 長 の道
筋(pathofgrowth)」 に従 う必 要 が あ る こ と を意 味 して い る。
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(2)環 境 論 的 ア プ ロ ー チ
国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ研 究 に対 す る第2ア プ ロ ーチ は,環 境 論 的 ア プ ロー チ
で あ る。HessとCateoraは,外 国市 場 で マ ーケ テ ィ ング活 動 を展 開 して い
7)
る企業 は基本 的 に統 制不可 能 な2つ の環境 に直面 してい る と主張 した。 ひ と
つ は 自国環境 であ り,も うひ とつ は外 国環境 であ る。彼 らは,企 業 が実 施す
るマ ーケテ ィング活動 は 自国環境 の影響 の もとで 開発 された もの,す なわ ち
基本 的 に自国市場 に適 合す る ものであ り,自 国 とは異 な る環境 にあ る外 国市
場 に適合 す るため には各 々の国 ご とにマ ーケテ ィング活動 を変更す る必 要が
あ る と主 張す る。す なわ ち,国 際 マ ーケテ ィングの課題 は,各 々の国の環境
に合致 したマ ーケテ ィ ング活動 を開発 す る ことであ り,こ の こ とによって企
業 が直面 す る不 確実性 の問題 が解決 され る と考 えたので ある。
$}
この考 えをよ り精緻化 したのが,Bartelsで あ る。Bartelsは,マ ーケテ ィ
ング活動 を技術 的(非 人間的)過 程 と社会 的(人 間的)過 程 に分 け,技 術 的
過 程 は普遍 的す なわ ち場所 や時代 にかか わ らず潜 在的有効性 を持つ が,こ れ
が社会 的過程 を経 る段 階で その潜在 的有効性 が制 限 される と主張 した。そ し
て,こ の社 会的過程 に影響 を与 え る要因 と して政 府の役割 に注 目 し,国 別 に
マー ケテ ィ ング活動 を開発 す る必要性 とともに,比 較 マーケ テ ィング研 究で
の環境 とマ ー ケ テ ィ ング活 動 との相 互 作用 分析 の重 要性 を 自適 したの で あ
る。
(3)戦 略 的 ア プ ロー チ
国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ研 究 の 第3の ア プ ロ ー チ は,Levittに よっ て1983年 に
9?
提 示 された。Levittは,国 際マ ーケテ ィング研 究 にお いて戦略 志向が欠如 し
てい る ことを指 摘 し,標 準化 を基本 戦略 とす る グローバ ル ・マ ーケテ ィ ング
の概 念 を提 唱 したので あ る。
この標準化 とい う考 え方 自体 は,国 際マ ーケテ ィング研究 におい て決 して新
10)1ユ)
しい もの で はない。 しか し,標 準化 を多 国籍企 業 が 国際 マ ーケ テ ィ ング に
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おい て直面 す る問題 と してで はな く,彼 らが選択すべ き一つの戦略 と して提
示 した点 に,Levittの 新 しさが あ る。彼 は,情 報網 の発 展や技術 の普 及 に と
もない市場 が全 世界 的 に類似 す る傾 向 にある とい う認識 に立 ち,標 準化 の も
と優 れた品質 を持 つ製品 を低価格 で全 世界的 に販 売す る ことが企業 を成功へ
と導 く鍵 となる と主張 したので ある。
国際マ ーケテ ィ ングの課題が 直面す る不確実性 に どの ように対 処す るか に
あ るこ とは既 に述べ た通 りであ るが,こ の戦 略的 アプローチ は他の発 展段 階
ア プローチや環境論 的 アプ ローチ と異 なる方 法で不確実性 に対 処す る。す な
わ ち,他 の2つ の ア プローチが組織 の情 報処 理能力 を増大 させ る ことで不確
実性 に対処 しよ うとす るの に対 して,グ ローバ ル ・マーケ テ ィングは,標 準
化 が展 開可 能 な市 場領域 にマ ーケテ ィ ング活動 を絞 り込 むこ とで情報 の負荷
12)
を削減 し不確 実性 に対処 しようとす る。いず れ に しろ,標 準化 もまた国際マ
ーケテ ィ ングにおいて不確 実性 を克服 す るひ とつ を方法 とみ なす こ とがで き
る。
2、 国際 マ ーケ テ ィング研 究 にお ける問題
ところで,前 節 に示 された国際マ ーケテ ィ ング研 究 の3つ の アプ ローチ は
各 々問題 を抱 いてい る。 第1の 発 展段 階 アプローチでは,発 展の過程 で不 可
13)
欠 だ と思 われてい た要 因が必 ず しもそ うで はない ことが指摘 され,ま た,発
展段 階 アプ ローチの基本 的前提 で ある 「成 長の道筋」 に必 ず しも全 ての企 業
14)
が従 うわけでは ない ことが明 らか に された。
第2の 環境論 的 アプ ローチ に関 しては,そ の根幹 をなす 「環境 に対 す る適
15)
合 」 が必ず しも国際 マー ケテ ィ ングに固有 の課題 で ない ことは明 白で ある。
また,環 境 の理解 は極 めて主観 的であ り,そ こに何 ら客観的基準 は存 在 しな
い。 この こ とは,た とえまった く同 じ国(市 場,環 境)を 対象 としてい て も
認識 の相違 に よ り企 業 に とって異 なる ものに なる と同時 に,国 とい う市場 区
ユ6)
分 が 必 ず し も硬 直 的 な も の で は な い こ と を意 味 す る も の で あ り,こ れ が 環 境
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論 的 アプ ローチ を難 しくす る一 因にな ってい る。
第3の 戦 略的 アプローチ の基礎 とな るLevittの 主張 は,長 年 にわ たる論
争 の末,1990年 代 初 め に ようや く容 認 され た。彼 の 主張が容 認 され たの は,
国 ご とに個別 に対応 す る非効 率性 に悩 まされ ていたためで ある。つ ま り,多
国籍企 業が 国間の相違 をあ る程 度無視 し経 済効率性 を追求す るこ とを正 当化
す るため に理論 的根拠 と して,そ れ を利 用 した こ とに因 る ところが大 きい。
しか し,だ か ら と言 ってすべ てのマ ーケテ ィング活動 が標 準化 で きるわけで
17)
はない。
いか にLevittが 国 間の差 異 を無 視 す る こ とを企 業 に求め て も,国 際 マ ー
ケテ ィングにお いて,個 別国へ の適合 を重視 す る声 が い まだ多 く存在 す るの
で ある。
これ ら国際マ ーケテ ィ ング研 究 の各 アプローチ にお ける問題 は,突 き詰 め
るな らば,多 くの研 究者 が国際 マーケテ ィング戦略 の多様性 を認 め ていなが
らそ れ を類似化 す る方法論 を有 してい ない こ とに起 因 してい る。 もちろ ん,
既存 の国 際 マ ーケ テ ィング研 究 におい て もい くつ か の戦略 類 型が 存在 す る
が,こ れ らの多 くは発 展段 階 アプローチの各段 階 をひ とつの戦略 タイプ と し
18)
て記述 した もの に過 ぎない。発展段 階 アプ ローチ にお いて,戦 略 を選択 す る
余地無 しにすべ ての段 階 を通過 しなければ な らない。 国際マ ーケテ ィ ング研
究の 問題 は,ま さに,企 業が選択 可能 な戦略 に対 す る理論 的考察 の欠如 にあ
る。
皿.国 際マーケテ ィング戦略の類型
1.国 際 マーケテ ィング戦略の規定 因 とそれ に基づ く分類
前 章 にお ける既存 の 国際 マー ケテ ィング研 究 に対 す る議 論 か ら,戦 略 と し
ての国際マ ーケテ ィ ングに対す る理論 的考察 が成 されてい ない こ とが示 され
た。 一般 的 に,マ ーケ テ ィング戦略 は市場 に対 す る適合行動 で あ り,国 際マ
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一 ケ テ ィ ン グ戦 略 も企 業 が対 象 とす る市 場 特 性 お よび そ れ に対 す る適 合 行 動
の 相 違 か ら同様 に規 定 され る 。
以 上 の認 識 に基 づ き,国 際 マ ー ケ テ ィ ング戦 略 は大 き く図1の よ う に分類
す る こ とが で きる。 図1の 縦 軸 は,標 的 とす る市 場 が単 一 か 複 数 国家 とい う
企 業 が 対 象 とす る市 場 の 範 囲 を示 して お り,ま た,横 軸 は,こ の標 的市 場 に
マ ー ケ テ ィ ング活 動 を適 応 させ る の か,ま た は標 準 化 され た共 通 の マ ー ケ テ
ィ ン グ活動 を展 開す るの か とい う適 合 行 動 の相 違 を表 す 。 図1に 示 され た4
つ の分 類 の うち,第1章 に示 した 国際 マ ー ケ テ ィ ン グ研 究 領 域 の規 定 に よ り,
国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ研 究 の対 象 と な る の は,ド メ ス テ ィ ック(自 国)・ マ ー
ケ テ ィ ング(DomesticMarketing)を 除 く 「イ ン タ ー ・ネ イ シ ョ ンズ ・マ
ー ケ テ ィ ング(lnter-NationsMarketing)」
,「 マ ル チ ・ネ イ シ ョ ンズ ・マ ー
ケ テ ィ ン グ(Multi-NationsMarketing)」,「 グ ロ ー一バ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ
(GlobalMarketing)」 の3つ で あ る。 これ ら国 際 マ ー ケ テ ィ ング戦 略 の3つ
の 違 い を よ り明確 にす るた め に図 式 化 した の が 図2で あ る 。
イ ン ター ・ネ イ シ ョンズ ・マ ー ケ テ ィ ング は,自 国市 場 に お い て展 開 して
い る マ._._ケテ ィ ン グ活 動 が そ の ま ま適 応 可 能 な外 国市 場 を対 象 と して国 際 マ
ー ケ テ ィ ング活 動 を展 開 す る方 法 で あ る。 した が っ て,外 国市 場 を対 象 と し
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図2国 際 マ ーケテ ィング戦 略の類型
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国),当 然 の こ となが ら展 開 され る マ ー ケテ ィ ング活動 も同 じ もの で あ る
(標準 化)。 外 国市場 が 自国市場 と異 なる ことを前提 とす るな らば,こ の戦略
?g}
は外 国 市 場 の 一 部(ニ ッチ)に 限 定 され る で あ ろ う 。 マ ル チ ・ネ イ シ ョ ン
ズ ・マ ー ケ テ ィ ング は,企 業 が 対 象 とす る各 々 の 国 に対 して異 な る マ ー ケ テ
ィ ング活 動 を展 開す る方 法 を表 す 。 自国 を含 め個 々 の 国が 他 国 とは異 な る市
場 で あ る とい う認 識 の も と に マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 を計 画 し実 施 す る の で あ
る。 したが って,マ ル チ ・ネ イ シ ョンズ ・マ ー ケ テ ィ ング で は,対 象 とす る
複 数 国 に対 して各 々適 応 す る個 別 マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 が展 開 され る。 グ ロ ー
バ ル ・マ ー ケ テ ィ ング は,複 数 国 を対 象 と しなが ら も,こ れ ら複 数 をあ た か
も同 一 の 市 場 と見 な し標 準 化 され た共 通 の マ ー ケ テ ィ ング活 動 を展 開 す る方
法 で あ る 。 こ の 戦 略 は,標 準 化 の 対 象 と な る 市 場 の 相 違 に よ り,さ ら に,
「グ ロ ー バ ル ・ニ ッチ(globalniche)」 と 「グ ロ ーバ ル ・ホ ー ル(global-
whole)」 に分 け られ る 。 グ ロ ー バ ル ・ニ ッチ は,異 な る複 数 国 の市 場 の 中
の 共 通 す る部 分 の み を対 象 に して マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 を展 開 す る。 あ る特 定
市 場,た とえ ば 自国市 場 に依 拠 す る こ とな く,対 象 とす る す べ ての 国 を同 等
ao)
に扱 い標 的市場 を設定 す る ことが グローバ ル ・ニ ッチ の特徴 であ る。対照 的
に,グ ローバル ・ホール は,複 数 国市場 の相違 を前提 と しなが らも,こ れ ら
の相違 に包括 的 に適応 し得 る共通 したマ ーケテ ィング活動 を対 象 とす る市場
21)
全 体 に対 して展 開す る方法 を表 してい る。
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2.国 際マ ーケテ ィング戦略 におけ る取引の重要性
前節 にお いて,企 業が対象 とす る市場特性 お よび適合行動 の相 違か ら国際
マー ケテ ィング戦略の分類 を行 った ものの,類 型化 された戦略の具体 的内容
に関 しては決 して満足 し得 る もので はない。その理 由は,国 際マ ーケテ ィン
グ戦略 の課題 が 自国以外 の市 場 を対象 とす るこ とに よ り発 生す る不確実性へ
の対 処方法 であ るに もかかわ らず,こ の点 が類 型化 された国際マ ーケテ ィ ン
22;
グ戦略 において明示的 に提示 されていない こ とにあ る。 したが って,上 述 し
た国際 マーケ テ ィング類型 をよ り戦略 的示唆の富 む もの にす るには,各 戦略
タイプが具体 的 に どの ような方法 において不確 実性 に対 処 しようとす るのか
を明 らか にす る必 要が ある。そ こで もう0度,国 際 マーケ テ ィング研 究の原
点 に戻 って,こ の問題 を考 えてみ よう。
そ もそ も,国 際マ ーケテ ィングは,自 国 を超 えて実施 され るマーケテ ィン
グ活動 をその研 究対 象 としてい る。 「国」 はf現 在 の社会制 度の 中で もっ と
も明確 で高 い独 立性 を有 す る法 的存在 であ る。 したが って,国 際 マーケテ ィ
ングの展 開は,具 体 的 には,自 国 とは異 なる法的構造 の もとに存在す る経 済
23)
主体 との取 引関係 を通 じて実施 され る。 この こ とは,国 際マ ーケテ ィ ングに
お ける不確 実性 へ の対処 が 自国 とは異 なる法的構造 の もとで活動す る経 済主
体 の選択 お よび彼 ら との取 引 関係 の調整 を通 じて遂 行 され る こ とを意味 す
る。本縞 がi国 際 マーケテ ィング戦略 におい て取引 に注 目 し,ま た,そ の分
析方法 であ る取引費用 アプローチ を国際マ ーケテ ィ ング研 究 に適用 しよ うと
す る理 由 は,ま さに ここにあ る。
既存 の国際マ ーケテ ィ ング研究 も,こ の取引 の問題 に まった く注 目 しなか
ったわけでは ない。事実,1980年 代以 降,国 際 マーケテ ィングの定義 におい
て,取 引 また はその類似概 念で ある交換 とい う言葉 が しば しば使用 され てい
24)
る 。 しか し,こ れ は,1970年 代 後 半 か ら1980年 代 初 め に か け てBagozziや
25)
Huntの 研究 に影響 される ところが大 き く,取 引概 念 を中核 と して国際マ ー
26)
ケ テ ィ ン グ 戦 略 を 分 析 す る に は 至 ら な か っ た 。
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N取 引 費 用 ア プ ロ ー チ に 基 づ く国 際 マ.,...ケテ ィ ン グ 戦 略 の 考 察
1.取 引費用 アプ ローチの基本概 念
取 引費用 アプローチ は,企 業 問お よび企 業 内の取 引 を分析対象 とし,取 引
特性 またそれ によ り生 じる費用や効果 の相 違 に応 じて適切 な取 引関係 を考察
a7)
す る こ と を 目的 とす る。 そ の 際i取 引 にお い て生 じる費 用 が どの よ う な取 引
が適 切 か を判 断 す る基 準 とな る。 す な わ ち,組 織 は この 取 引 費 用 を最 も効 率
化 し得 る取 引 の統 御 機 構(governancestructure)を 選 択 す る とい うの が,
28)
取 引費用 アプ ローチの基本命題 であ る。取 引関係 は,基 本 的 に契約 とい う形
態 に よって具現化 され る。以下 において,こ の取引費用 アプ ローチの基本 的
29)
考 え方 につ いて概 説 しよう。
(1)契 約(Contracting)
取 引費用 ア プローチ は,ま ず,組 織 の契約方法 に関す る研 究 であ る。す な
わ ち,取 引 の相 違 は,当 事 者 間の契約 の相違 と して具 現化 され分析 され るの
であ る。契約 は,大 き く古典 的契約,新 古 典 的契約,関 係 的契約 の3つ に識
30)
別す る ことが で きる。
(a)古 典 的契 約:契 約 の基本 目的は取 引 を促 進 させ るこ とにあ る。古 典 的契
約 は,取 引 の離散 性(discreteness)を 高 め,将 来起 こ り得 る こ とを現 在化
(presentiation)す る こ とで取 引 を促 進 しよう とす る。 ここで は,考 え られ
得 る将来起 こるで あろ うすべ て の事柄 お よびそれ に対 す る解決 方法が,当 事
者 の合 意 の もと契約の 中 に明示 される。 したが って,古 典 的契約 は一般 的に
短期 的 な もの とな り,ま た,法 的規範 や公式文 書が重視 され る傾 向 にあ る。
(b)新 古典 的契約:取 引 には,そ の遂行 に多 くの時 間 を費やす必 要があ るな
ど,短 期 間の取 引 に限定 され る古典 的契 約 には適 さない もの も存在 す る。 こ
の よ うな場合 には,長 期 に及ぶ 関係 の構 築 を前提 とす る新古典 的契約 によっ
266国 際経営論集No.252003
て取 引が行 われ る。す なわち取 引 に よって得 られ る成果 と現実 の 間に大 きな
差 が あ り,成 果 達成 の ため に何段 階 かの過程 を経 なけ れば な らない場合 に,
この よ うな長期 に及ぶ新古典 的契約が採用 され るので ある。 この ような状況
において,将 来起 こ り得 るすべ ての事柄 に関 して それ を明確 に し,そ の解決
方法 を契約 に盛 り込 むこ とは非効 率 であ り,し たが って,新 古 典的契約 は内
容 に柔軟性 を持 たせ る もの となる。
(c)関 係 的契約:関 係 的契約 は,新 古典 的契 約 と同様,長 期 にわたる もので
あ るが,新 古典 的契約が長期 とはい え契約 の効 力が及 ぶ期 間 を明記 してい る
の に対 し,関 係 的契約 はその期 間 を限定 してい ない ところに両者の大 きな違
いがあ る。 また,古 典 的契約 や新 古典 的契約 が具体 的な取 引内容 に関す る合
意事 項 を契約す るの に対 し,関 係 的契約 として重視す る点 も,関 係 的契約 の
大 きな特 徴 で あ る。条 件適 合 的要求 契約(contingentclaimscontracting)
と も呼 ばれる この契約形態 は,将 来起 こ り得 る事柄 を特 定化 す る ことがで き
ず,し たが って,具 体 的な取 引内容 に関 して現 時点 で合 意す る ことがで きな
い場 合 に採用 され る。
(2)統 御 機構(GovernanceStructure)
契 約 は取 引 を具 現化 した ものであ るが,単 に契約 を結 ぶだ けで契約 が完結
す るわけではない。契約 は取 引のス ター トであ り,そ れ を有効 な もの にす る
には,契 約 に記載 され ている内容 を実行 し目的 を達成 す るため,実 際 に取 引
活動 を円滑 に遂行 す るこ とが必 要 となる。 この取引活動 を計 画,実 行,管 理
31)
す る た め の 構 造 的 装 置 を,取 引 費 用 ア プ ロ ー チ で は 統御 機 構 と呼 ん で い る。
統 御 機 構 が 行 う活 動 に は,取 引 当事 者 の選 定 お よび彼 ら との 基 本 的 関係 の あ
り方 とい っ た取 引 の根 幹 に 関 わ る もの か ら,当 事 者 間 の利 害 調 整,資 源 配 分
や役 割 分 担,コ ミュニ ケ ー シ ョ ン方 法 の確 立 や モ ニ タ リ ン グの 実 施 イ ンセ
ンテ ィ ブ の決 定 や 制 裁 の準 備,費 用 分 担 や利 益 配 分 な ど実 際 に取 引 を行 うの





取引 に関わ る費用 とい う と,一 般 には実 際の取 引活動 にか かわ って生 じる
費 用 を思 い浮 かべ るが,取 引費用 ア プローチが想定 してい る費用 にはこれ以
外 の もの も含 まれ る。 た とえば,資 産 の移転 にかかわ る とい う意 味で,契 約
自体 も取引費用 の重要 な要素 となる。 また,取 引費用 には単 に会計 的 に計上
33)
され る ものだけで はな く,社 会的費用 と呼 ばれる もの も含 まれ る。取 引 はそ
の取引費用 によって評価 され,最 も効率 的 な取 引関係 が組織 に よって選択 さ
れ る。
(4)取 引の規定 因(DimensionsofTransactions)
取引費用 アプローチで は,取 引費用 に影 響 を及 ぼす基 本的 要因が い くつ か
指摘 されてい る。取引費用 アプローチの特徴 は費用 の側 面 か ら取 引 を見 るこ
とにあ り,し たが って,こ れ らの要因は,同 時 に取 引そ の もの を規定す る要
因で もある。
(a)特 定 的資 産:特 定 的資 産 は,取 引 を実施す るの に必 要 とされ る投 資 によ
って形成 され る。 これ らの投 資 の中 には,他 の取 引関係 へ の転用 お よび市場
での 回収が不可 能 な ものが存 在 し,こ れが特定 的資産 となる。特定 的資 産 は,
埋 没原 価(sunkcost)と な り取 引 の移転 費用 を高 め る ことか ら,取 引 関係
を硬直化 させ る とい う特性 を有 してい る。
(b)取 引の頻度:取 引の頻度 は類似 した取引が どの程 度発生 す るか に よって
測定 され る。一般 的 に,取 引 費用 は取引頻 度 に比例 して高 まる傾 向 にあ り,
頻度が 高い ほ ど取引 を効率化 す るため に何 らかの工夫 が必要 となる。
(c)不 確実性:望 まれ る成果 に対 す る不確 実性 は,取 引 の複雑性 と密接 にか
か わ ってい る。一般 に,取 引 が複雑 になるほ ど取引費用 は高 ま り,し たが っ
て,不 確実性 の高 い取 引 を行 う場 合 には,頻 度 の高 い取 引同様,効 率化 の た
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め に何 らかの工夫 は必要 となる。また,不 確 実性 は特定 的資 産 と関係 があ り,
不確 実性 が高 まるほ ど特定 的資産 が形成 される程 度が高 まる こ とが指摘 され
34)
てい る。
(d)競 争 者数:同 じ取 引 に参加 しよ うとす る競争 者 の数 もまた取 引費 用 に
影響 を及 ぼす要 因の ひ とつ である。 なぜ な らば,競 争者数 が増 えるほ ど,契
約 を締結 お よび維持 す るための費用 が増加す るか らで あ る。市 場の規模 お よ
び同質性 が競 争者 の当該市場へ の参入意欲 を高め る ことか ら,一 般 に取 引の
頻度 と競 争者数 とは比例 関係 にあ る。
2.国 際 マ ーケ テ ィ ン グ戦 略 の 取 引特 性
前 節 にお い て取 引 費 用 ア プ ロー チ の 概 要 を説 明 したが,本 節 以 降 に お い て,
この 取 引 費 用 ア プ ロ ーチ の基 本 概 念 を援 用 しなが ら,第3章 で 提 示 した国 際
マ ー ケ テ ィ ン グ戦 略 の 基 本3類 型 の 具 体 的 内 容 に 関 して 考 察 す る。 まず,本
節 で は,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ戦 略 の具 体 的 内 容 を議 論 す る際 の基 本 とな る 国
際 マ ー ケ テ ィ ング戦 略 各 類 型 の 取 引 特 性 を,取 引 の規 定 因 との 関係 にお い て
考 察 す る。
図3は,取 引 の 規 定 因 空 間 にお い て,類 型 化 され た3つ の 国際 マ ー ケ テ ィ
ング戦 略 が どの よ うに位 置 づ け られ て い る のか を示 した もの で あ る。既 に述
べ た よ うに,マ ル チ ・ネ イ シ ョ ンズ ・マ ー ケ テ ィ ング は対 象 とす る国 ご とに
異 な るマ ー ケ テ ィ ング活 動 を展 開 す る 方 法 で あ るが,こ れ は見 方 を変 え れ ば
複 数 の 自国 マ ー ケ テ ィ ン グの 集 合 体 とみ なす こ と もで きる。 した が っ て,国
ご と に 同 じ よ う な取 引 が 繰 り返 され る こ と に な り,取 引 頻 度 の 高 さが マ ル
チ ・ネ イ シ ョ ンズ ・マ ー ケ テ ィ ン グの 取 引 費 用 特 性 の ひ とつ に あ げ られ る。
また,マ ル チ ・ネ イ シ ョンズ ・マ ー ケ テ ィ ン グは対 象 とす る 国 の全 体 市 場 へ
の適 応 を基 本 とす る た め,高 い不 確 実 性 に直 面 す る こ とに な る。 以 上 の こ と
か ら,マ ル チ ・ネ イ シ ョンズ ・マ ー ケ テ ィ ン グは 図3に 示 され た取 引 規 定 因
空 間 の 右 上 に位 置 づ け られ る こ とが で きる。
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対 照 的 に,イ ン ター ・ネ イ シ ョンズ ・マ ー ケ テ ィ ング は,図3に お い て マ
ル チ ・ネ イ シ ョンズ ・マ._._ケテ ィ ング とは対 極 の左 下 に位 置 づ け られ る。 イ
ン ター ・ネ イ シ ョンズ ・マ.___ケテ ィ ン グの最 大 の 特 徴 は,自 国市 場 で の マ ー
ケ テ ィ ング活 動 が 適 用 可 能 な外 国 市 場 の み を対 象 とす る こ とに あ り,取 引 関
係 が 制 限 され る こ とか ら結 果 と して取 引 頻 度 が 少 な くな る こ とが 予 想 さ れ
る。 また,自 国 と同 じマ ー ケ テ ィ ング活 動 が適 用 可 能 な市 場 で は 当然 の こ と
なが ら新 た に考 慮 す べ き要 因 は少 な く,し た が っ て,不 確 実 性 の程 度 が 低 い
こ とが,こ こ に位 置 づ け られ る も う0つ の理 由 で あ る。
Levittに よっ て提 唱 され た標 準 化 を基 礎 とす る グ ローバ ル ・マ ー ケ テ ィ ン
グ は,イ ン タ ー ・ネ イ シ ョンズ ・マ ー ケ テ ィ ング とマ ル チ ・ネ イ シ ョ ンズ ・
マ ー ケ テ ィ ン グの 中 間 に位 置 づ け られ る。 とい うの は,グ ロ ーバ ル ・マ ー ケ
テ ィ ング は,あ くまで も標 準 化 可 能 な市場 に の み そ の 活 動 が 限 定 され る ため
取 引頻 度 に は上 限 が あ り,ま た,取 引 頻度 が 余 りに も少 な け れ ば,規 模 の経
済 性 の 追 求 を主 要 目的 とす る標 準 化 の 意 義 そ の もの が 達 成 され な い か らで あ
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る。同様 にi不 確 実性 があ ま りに も高 い と考慮 すべ き要 因が増 え標準 化が難
しくな り,ま た,不 確 実性が低 い場合 には,標 準化 が当 た り前 の こ ととな り
標準化 に よって競争優位 を形成 す るこ とが 出来 ない ため,標 準化 を最大 の強
み とす るグ ローバ ル ・マ ーケテ ィングの効果 が発揮 され ない ことになる。以
上 の理 由か ら,グ ローバ ル ・マー ケテ ィングは,図3の 中心 に位 置づ け られ
るこ とが 出来 る。
3.国 際 マーケテ ィングの基本戦 略
本 節で は,前 節 で議論 された国際マ ーケテ ィ ング戦略の取引特性 に基づ き,
各 々の戦略 におけ る具体 的内容 に関 して考察 す る。既 に指摘 した とお り,国
際マ ーケテ ィ ングにお いて重 要 な戦略課題 は,外 国市場 に対 して どの ような
マ ーケテ ィ ング活動 を展 開す るか よ りも,外 国市場 に存在 す る経済主体 との
取 引 を通 して当該経済主体 に効 果的 なマー ケテ ィング活動 を展 開 させ る とい
う,い わば間接 的市場適合行動 の仕組 み を構 築す る ことにある。以上 の認識
に基づ き,本 稿 で は,国 際 マ ーケテ ィ ング戦略 の基本 的構 成要素 を,主 に取
引関係 の具体 的形態 であ る契約,取 引の根 幹 にかかわ る取 引相手 の選定 お よ
び彼 らとの関係 に限定 して考 察 している。
イ ンター ・ネイ シ ョンズ ・マ ーケテ ィングにおけ る取 引 は,そ の頻度 お よ
び不確実性 の低 さに よって特徴 づ け られ る。取引 が この ような特性 を有 す る
場合 は,古 典 的契 約 に基 づ い た取引 関係 の構 築 が適 してい る。 なぜ な らば,
取引 の継続性 を必要 とせず,ま た不確 実性 が低 い場 台,離 散性 を高め将来起
こ りうる こ とを現在化 させ る古典 的契約が効率 的 に取 引 を促進 す るこ とを可
能 にす るか らで ある。 この古典 的取 引 は取引相手 との緩 やか な関係 を もた ら
す。 また,契 約期 間が基本 的 に短期 であ る ことか ら,長 期 間 にわ たる回収 を
必要 とす る直接 投資 は適 さず,し たが って,取 引対 象 とな る経 済主体 も,代
理店,取 り扱 い業者,流 通業者 とい った資本 を異 にす る もの に限定 される と
同時 に,彼 らとの関係 を硬 直化 させ る取引特定 的資産の形成 も避 ける必要が
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あ る。
マルチ ・ネイ シ ョンズ ・マーケ テ ィングの取引特性 は,取 引頻度 と不確 実
性 の高 さにある。 この ような取 引特 性 を有 す る関係 において有 効 なのが関係
的契約 であ る。 関係 的契約 は,取 引の具体 的内容 よ りも取 引当事者 間の将来
にわた る関係 を重視 した契約 であ り,取 引頻 度が高 まるほ どまた不確実性 が
高 い ほ ど効 率的 かつ効 果が発揮 され る。以上 の特性 か ら も明 らか な ように,
関係 的契 約 は取引 当事 者間 の長期 にわたる強 い関係 構築 が前提 となるため取
引対象 となる経 済主体 は子会社 な ど直接 投資 による ものが多 く,ま た,何 ら
かの事情 によ り直接投資 が不 可能 な場 合 には,両 者の 関係 をよ り密 な もの に
す る特定 的資 産の形成 が求め られる。
グローバル ・マ ーケテ ィングは,ど この国に も依 拠 しない市 場 に対 してマ
ーケ テ ィング行 動 を展 開す る ものであ り
,そ の戦 略構 築 には,あ る程度長期
にわ たる期 間 を必要 とす る反面,市 場 が どこに も依拠 してい ない とい う意味
で永続的 にその市場 に居座 るこ と もまた不可 能であ る。 この ように,あ る程
度 長期 にわた りかつ期 間が限定 された取 引 を行 う際 に適 してい るのが新古典
的契約で ある。 取引頻度 お よび不確実性 にお いて中間 に位置づ け られる グロ
ーバル ・マーケテ ィングの取 引特 性が
,こ の新 古典 的契 約の適合 を可 能 に し,
またその効果 を高め るの に貢 献す る。新 古典 的契約 があ る程度取 引内容 を明
確 にす る と同時 に予測 で きない事態 に対 処で きる よ う柔軟性 を有 している こ
とが,そ の理 由 としてあげ られ る。 この よ うな契約 は基本 的 に資本 関係 にな
い経 済主体 が対 象 となるが,両 者の 関係 はフラ ンチ ャイズ契約 な ど企業活動
35)
全般 にわ たって構 築 される こ とが多 い。
V.結 論
本 稿 は,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ にお け る 戦 略 の多 様 性 を基 本 前 提 と して,国
際 マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 を類 型 化 し基 本 戦 略 タイ プ を提 示 す る と と もに,そ の
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具体 的 内容 に関す る考察 を国際 マ ーケテ ィ ング戦略の 中核 をなす取引 に焦点
をあ てて行 った。 この ような考 察 を試み る背景 には,既 存 の国際マ ーケ テ ィ
ング研 究が戦略 の多様性 を認 め なが らも,そ れ を国際マ.___ケテ ィ ングに対す
る アプローチ の違 い として扱 い,戦 略類型化 のための方法論 を開発 しなか っ
た ことが ある。
以 上の問題認識 に基 づ き,本 稿 で は,対 象 とす る市場 とそれへ の適 合行 動
の相違 によ り,国 際 マ ーケ テ ィングにお ける3つ の基本 戦略,す なわ ち,イ
ンター ・ネイシ ョンズ ・マ ーケテ ィング,マ ルチ ・ネイシ ョンズ ・マーケ テ
ィング,グ ローバ ル ・マー ケテ ィングが提 示 され,こ れ ら基本戦略 の具体 的
内容 を考察 す るために取 引費用 アプ ローチが採 用 された。取引費用 アプロー
チ は,現 時点 にお いて取 引 を最 も包括 的 に考察 しえるア プローチであ り,ま
た,取 引費用 ア プローチが取 引の規定 因 の一 つ と して注 目す る不 確実性 は,
自国以外 の市場 でマ ーケテ ィング活動 を展 開す る国際 マー ケテ ィングの重 要
な課題 で もあ る。 さらに,国 際マ ーケテ ィ ング戦略 の中核 をなす取引,す な
わ ち 「国」 とい う独 立 した法 的存 在 問の取 引関係 は,基 本 的 に契 約 を結ぶ こ
とで初 めて成立 す る もの であ り,こ の点 も,取 引の具現化 され た形態 と して
契約 を分析 の中核概 念 とす る取 引費用 アプ ローチ を国際 マーケ テ ィング研究
に採用 した理 由の一 つ に挙 げ られ る。以上 の理 由か ら,本 稿 は,取 引費用 ア
プローチの基本概念 を援 用 し,国 際マ ーケテ ィ ング戦略 の具体 的内容 に関 し
て考察 した。
この よ うな考察 を通 して,こ れ まで単 に標準化 か各国市場へ の適用化 とい
う非常 に単純 な図式 の中で展 開 されて きた国際 マーケテ ィング行動 に,新 た
な戦略構成 要素す なわ ち取引 の具現化 され た形態 であ る契約や取 引関係 の根
幹 にかかわ る取引相手 の選定 お よび彼 らとの関係が加 わ り,国 際 マーケ テ ィ
ング戦略 の内容 が よ り具体化 され る と同時 に,各 戦略 問の相違が対象 とす る
市場 とそれへ の適合活動 とい う基本枠組 みの 中で提示 され た。以上 の点 か ら
本稿 が意 図 した 目的 は達成 された と思 うが,提 示 された戦 略代 替案 の選択 に
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関す る問題 な ど,い まだ解決 すべ き多 くの課題 が残 されてい る。また,今 日,
企 業の 国際化 が急速 に進展 している に もかか わ らず,国 際マ ーケテ ィング研
究 にお いて彼 らの要請 に十分応 え られ るだけの理論 蓄積が な されてい ない こ
とを考 えるな らば,今 後,国 際マ ーケ テ ィング研究 に対す る期待 は更 に高 ま
る ことが予想 される。本稿 で取 り上げ た取引費用 アプローチは,こ の期待 に
十分応 え られ る国際 マー ケテ ィ ング研 究 をよ り豊か にす る アプローチ の一 つ
だ と確 信 して い る。
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